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○委員長  

 議事(1)「西宮市高齢者・障害者権利擁護支援センター運営委員会報告」について事務局から説明をお

願いします。 

 

○事務局 

 資料の１・２ページをご覧ください。運営委員会の当日資料及び議事録は、参考資料にまとめています。

議題ごとの関連ページについては、資料に関連するページ番号を記載していますので、お時間があるとき

にご一読ください。 

 令和３年度第１回西宮市高齢者・障害者権利擁護支援センター運営委員会は、令和３年10月12日に開催

しました。議題は、「(1)令和３年度西宮市高齢者・障害者権利擁護支援センター上半期事業実績報告」、

「(2)中核機関としての権利擁護支援センター事業の整理について」、「(3)高齢者虐待対応について」、

以上３件です。 

 まず、(1)は、権利擁護支援センターの上半期の実績報告です。 

 最初の内容は、権利擁護支援の専門相談・支援に関する項目です。センターが開催する権利擁護支援専

門相談会は、実施回数39回、相談件数56件で、これは前年度とほぼ同じ数値です。内容に関しては、成年

後見制度に関する相談が最も多く、相談後の法的支援に関しても、専門職による申立事務の委任、後見人

の受任といった内容が多くなっています。 

 センターへの権利擁護相談・支援に関しては、新規相談件数が前年度の同時期と比較して微増ですが、

支援件数については大幅に減少しています。ただし、過去５年の相談件数、支援件数を見ますと増加傾向

で推移していまして、特に成年後見制度に関する内容が大幅に増加しています。 

 次に、虐待対応についてですが、虐待通報件数は、高齢者虐待71件、障害者虐待９件となっています。

令和３年度からは、虐待対応ケースへのセンター職員の対応状況を把握するため、対応件数を集計してい

ます。詳細なデータについては、参考資料の８ページに記載しています。 

 最後に、法人後見業務についてです。令和３年９月末時点での受任件数は19件となっており、令和３年

度に新たに５件の受任を行っています。 

 法人後見業務の課題として、身上保護面での対応が多いため法人後見の提供ニーズが高まる中で、今後

も同様にニーズが増加した場合、現状のセンターの運営基盤では対応が困難になることが懸念されていま

す。 

 次に、相談・支援以外のその他の事業について報告します。 

 市民後見・法人後見推進支援事業については、後見実務研修、公開講座、権利擁護推進フォーラムの開

催報告を行っています。詳細な内容については、参考資料の５ページに記載しています。 

 広報啓発事業については、虐待対応を行う機関職員を対象にした虐待対応従事者研修、親族で後見して

いる又はする予定の方を対象とした親族後見人研修等の開催報告を行いました。こちらの詳細については、

参考資料の６ページに掲載しています。 

 続いて、(2)の中核機関としての権利擁護支援センター事業の整理についてです。詳細は参考資料の11

～15ページです。 

 西宮市では、令和３年３月に策定した西宮市高齢者福祉計画・西宮市介護保険事業計画、西宮市障害福

祉推進計画において、権利擁護支援センターを中核機関として位置づけました。それを受けて、中核機関
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としての役割を遂行するための課題等について協議を行いました。主な協議内容は、関連する相談支援機

関との役割整理や、センターの法人後見機能の提供等となっています。 

 最後に、(3)の高齢者虐待対応についてです。詳細は、参考資料の16～20ページです。 

 高齢者虐待において、通報から虐待の有無の判断に至るまでの期間について、県内の中核市や近隣市と

の状況比較を行うとともに、虐待プロセスの中でセンターが考える課題について協議を行いました。 

報告は以上です。 

 

○委員長 

資料１・２ページと参考資料を使ってご説明いただきました。これについて何かご質問、ご意見等があ

りましたらどうぞご自由にご発言ください。 

 

○委員 

権利擁護支援センター運営委員会の内容について、参考資料にありますので読ませていただいて、議題

(2)の「中核機関としての権利擁護支援センター事業の整理」において、中核機関としての権利擁護支援

センター事業の中身について運営委員会で論議が図られていることはよく分かりました。 

ただ、この問題の中には、中核機関としての権利擁護支援センターの事業展開の問題と、地域における

権利擁護支援ネットワークの確立に向けての問題の２つがありまして、後者については運営委員会では協

議しにくいと思います。西宮市の場合は、権利擁護支援ネットワークがずっと前からあって、このシステ

ム推進委員会があり、権利擁護支援センターと行政のトータルサポートシステムがあり、地域包括支援セ

ンターと障害者の相談支援があり、そして、事業所や支援団体などがあり、真ん中に地域における地域の

人たちによる権利擁護支援活動という図を十数年前からつくっておられます。今動かせる支援体制の整備

や成年後見利用促進のシステムも、もはや「権利擁護支援」という言葉を使いながらそういったことを言

っていて、その中で権利擁護支援ネットワークを確立することが非常に重要になってきていると思います。

もちろん権利擁護支援センター運営委員会でそこの議論・検討をしていくことは非常に大事なことで、そ

こで中核機関の機能について論議するのは良いと思います。 

 一方、このシステム推進委員会の部会から提言しまして、それを地域福祉計画にも反映していただいて

いるのですが、その中では地域における権利擁護支援ネットワークを確立させることと提言していて、シ

ステム推進委員会をはじめとする各委員会や虐待防止ネットワーク、地域自立支援協議会、小地域福祉活

動組織などの合議体や団体が重なり合う権利擁護支援ネットワークの構築を進めたい、ですから、西宮市

においては、権利擁護支援を推進するために、権利擁護支援センターを中核として、これまで構築してき

た権利擁護支援ネットワークの機能や活動を深化させるとともに、積極的に活用することで、地域におけ

る権利擁護支援ネットワークを確立されたいとまとめているのです。 

 ですから、こういった協議は、もちろん運営委員会で行うことは大切ですが、中核機関としての権利擁

護支援センターの機能協議になりますね。ですから、地域における権利擁護支援ネットワークの確立に向

けての協議はこのシステム推進委員会の役割だと考えればいいのでしょうか。 
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○委員長  

 まず、私の考えを申し上げますと、参考資料12ページに西宮市障害福祉推進計画が載っていますが、そ

の「(3)権利擁護体制の充実」の４行目から、「また、高齢者・障害者権利擁護支援センターを中核機関

として、障害者あんしん相談窓口や社会福祉協議会等の各関係機関が一体となり、地域での制度の狭間や

複合課題などの地域要望、支援ニーズを抱えた人を早期に発見できる体制づくりとともに、虐待防止や成

年後見、制度利用などの権利擁護に関する具体的な相談支援体制の充実、研修の充実、権利擁護に関する

周知啓発活動に取り組みます」となっています。ですから、権利擁護支援センターは中核機関ですが、そ

れだけではとても西宮市全体の展開にできませんので、基幹相談支援センターや社協等が一体となって取

り組んでいく、そういう大きな地域における権利擁護支援ネットワークの確立に向けた協議の場としては、

当然このシステム推進委員会しかありませんので、この場でやるべきであると認識しています。 

 では、ここでどういう形でやるかというと、一つは、この前に提言を出しましたが、その提言がどう具

体的に展開されているかについての検証をどうするかという問題と、２つ目に、権利擁護支援センターで

は様々なご苦労を抱えていますから、権利擁護支援センターの抱えているご苦労をしっかりと受け止めて、

市全体としてどう展開するかという議論が展開できればと考えています。 

 事務局からもお答えいただけますか。 

 

○事務局 

 権利擁護支援センター運営委員会と権利擁護システムや中核機関の機能という点ですが、委員のおっし

ゃるとおり、運営委員会で市の権利擁護全体のことを考えていくわけではありません。その点については、

システム推進委員会でこれまで確認していただいたとおり、市全体の権利擁護支援を考える中の権利擁護

支援センターの役割や機能の実践の評価が運営委員会になります。 

権利擁護支援センターはどうしても実務的・直接個別的な支援が中心になっていきますので、個別支援

などの具体的な対応のみを重視しているのではないかというご懸念を与えてしまうことは承知しているの

ですが、行政としては、地域も含めた権利擁護支援をどうやって構築していくかについては、今策定中の

地域福祉計画の中で権利擁護支援と総合相談支援体制を明示しているとおりで、地域と個別支援といろい

ろな関係機関が一体となって市の中の権利擁護支援をどうやって構築していくのかという効果的な支援体

制というところは、これまで当委員会で議論していただいたところです。 

 

○事務局 

 本市における権利擁護支援のあり方については、このシステム推進委員会が協議の場となりますが、権

利擁護支援センターはその全体の中で何を担っていくのか、どのような役割を持っていくのかをここで決

めながら、そのミッションが確実に果たされているのかどうかを運営委員会の中で確認するという仕組み

であると思います。また、権利擁護支援センターのあり方は、時代やニーズ、社会背景によっていろいろ

と変化するので、常時この中で検討していく必要があると考えています。 

 

○副委員長 

 今のお話のとおりで、西宮市の体制がどうなっているのか、あるいは地域福祉計画の内容がどうなって

いるのかの確認、あるいはその進捗を確認することは大事なのですが、もちろん権利擁護支援センターだ
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けでなく、いろいろな場面で起きている課題を取り上げながら、この部分は権利擁護支援システムとして

機能していないとか、ここを手当てしていく必要があるということもここで確認していくことが大事なの

ではないかと思っています。 

 

○委員 

 これは議事録に残しておいたほうがいいと思いますので、発言します。 

 先ほどの中核機関としての権利擁護支援センター事業はどこかで見た仕組みだなと思ったら、障害者を

めぐる地域生活拠点地域事業と似たところがあるのです。地域生活支援拠点地域事業は、一応「ふれぼ

の」という地域生活支援拠点の施設はできていますが、それをもって地域生活支援拠点地域事業を考える

と言っていなくて、あくまでも「ふれぼの」なども含めた面的整備した地域生活の支援に対応していくと

いうのが西宮市が考える地域生活支援拠点施設の面的整備と理解しているのです。 

 それでいくと、先ほどから出ているように、権利擁護支援センターが中核になりながら、いろいろな関

係機関と権利擁護支援の体制づくりをどう進めていくか、そこが本質的に考えていかなければいけないと

ころなのではないかと思います。 

 その上で誤解を恐れずに言うと、２ページの表で法人後見業務を見ていくと、少し消極的かなと思いま

す。身上保護の面での対応が困難であるとか、法人後見の提供の面では提供人数が増加しているというこ

とで、権利擁護支援センターの運営基盤をどのようにしていくのか等を検討していく場を決めていく必要

があります。 

そもそも、権利擁護支援センターで法人後見業務を始めたきっかけは、恐らく弁護士や司法書士の専門

職が弱い身上看護面についてきっちりと対応していく、そのために権利擁護支援センターが法人後見業務

とする意義があります。これ以上全然受けない、無理ですよと言っている専門職もいるので。 

現在の権利擁護支援センターの体制を見直す中で、例えば法人後見を実施する運営基盤の構築が難しい

のであれば、なぜ難しいのかをきっちりと洗い出した上で、今後法人後見をどうやって展開していくのか

とか、もしくは権利擁護支援センターだけで対応しきれないというのであれば、それに代わる資源を検討

していく必要があります。どういう形でそれを今のうちに法人後見ができるか仕組みをつくっていくのか、

そういうことをきっちりと議論していく必要があるのではないかと思いました。 

 

○委員長 

 委員が言われたことは２つありました。 

 １つは、権利擁護の部分で、権利擁護支援センターは障害のほうの地域生活支援拠点事業のような拠点

としてあるが、面的整備というかネットワーク整備としては、それだけではなく、全体として大きなネッ

トワークのビジョンが必要だろう、それをどうするのかということです。これはおっしゃるとおりです。

ただ、虐待や差別の問題になると、拠点は権利擁護支援センターかというとそうではなくて、これは行政

なのです。虐待・差別に関しては、行政が責任を負ってもらわなければいけない仕組みです。ですから、

それが全体として何がどうかについては議論しなければいけないことが１つです。 

 もう１つ、法人後見の部分については、非常に難しい問題で、ＰＡＳネットが法人後見を委託事業とし

て受けておられます。一方で、権利擁護支援センターの運営もＰＡＳネットに委託されています。仕組み

として一応この形のはずです。そのうち一部重なっている部分があります。ですから、ここをかなりきっ
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ちり整理して、それぞれの部門がどれだけ受けておられて、どれだけの人的補助や金銭的な補助を受けて

ていらっしゃるのか、きちんとやれるかどうかという問題については、我々の議論でもありますが、基本

的には権利擁護支援センターの運営委員会と行政の中できっちりと詰めていただかなければいけない問題

としてあると思います。委員がおっしゃるとおり、その整理を含めてやればできるかなと思っています。 

 

○副委員長 

 少し補足しますと、権利擁護支援センターとして法人後見の提供することはもちろん業務の一つではあ

りますが、後見ニーズのある案件に対してすべて法人で受けるということではなく、他の専門職では対応

が難しい事案に限り受けているところがまずあります。さらには、今は西宮市で成年後見制度利用支援事

業を広く提供していただいているので、無報酬のケースは基本的にないのですが、困難なケースで複数後

見を受けていることもあって、費用が倍になったりします。権利擁護支援センターとして受けている法人

後見の業務における報酬は、対応困難なケースもあることもあって、活動の費用に見合っただけの報酬が

なかなか確保できていない問題があります。そこで、こういう形で困難なケースを受けていくと、対応し

てもそれに見合った活動費用をなかなか確保できないのです。どうせ報酬が出るのだからと事業者の中に

その部分が含まれていないこともあって、しかも、ほかの専門職にどんどんお願いしています。お願いし

ているのですが、ほかの専門職も受けられない状態になってきてしまっていて、そうなるとセンターが受

けることになるわけです。ＰＡＳネットでは赤字覚悟で人をつけていくことにも限りがある状態で、この

問題をどうしていくかについては、センターの運営で話をすることではなくて、市全体として受け皿保障

の問題でどう対応するかを今後議論していかなければいけないと思います。それは正直、それほど遠い先

の話ではなく、ここ数年で手当てしていかないと、もううちでは受けられませんというステージに来てい

るのかなと思います。 

 

○委員長 

 私も、ＰＡＳネットの法人後見受任の選定会議の委員をずっとしていまして、かなり困難事例を受ける

ということですから、やはり一定の保障とサポートの仕組みが必要です。そのあたりを含めて、市のほう

で考えていただけたらと思います。よろしくお願いします。 

 

○委員長 

 議事(2)「障害者施設における虐待防止のための取組みについて」、事務局から説明をお願いします。 

 

○事務局 

 議事(2)、障害者施設における虐待防止のための取組みについて説明します。資料は３ページ以降にな

ります。 

 初めに、令和２年６月～７月に、社会福祉法人が運営する障害福祉サービス事業所において、従業者が

複数の入所者に対して繰り返し暴力行為を行うという痛ましい虐待事案が発生しました。このことから、

西宮市は、当該事業所に対して、第三者委員会の開催や再発防止計画書を提出させるなど、再発防止のた

めの指導を実施しました。しかし、当該事業所では、平成30年度にも別の従事者による虐待事案が発生し

ており、その際にも再発防止のための指導を行っていたにもかかわらず、今回再び虐待事案が発生し、再
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発を防止できなかったことは市として重く受け止めています。 

 令和３年度の障害福祉サービス等報酬改定において運営基準に虐待防止のための措置が新たに盛り込ま

れるなど、障害者虐待防止のさらなる推進が求められる中、市として、市内の障害福祉サービス事業所に

おいて再びこのような虐待事案が発生することがないよう、虐待防止に向けた取組みを検討すべく、本議

題を上げさせていただいています。以下、具体的な取組みを述べます。 

 

○事務局 

 資料３ページの２から説明します。施設従事者による虐待の防止に向けた取組みとして西宮市が検討し

たものについて説明します。 

 まず、(1)は、定例の実地指導において重点的に確認する事項です。定例の実地指導とは、虐待防止等

に関わらず、数年に一度、各障害福祉サービス事業所に出向いて、運営全体や報酬の内容が適正であるか

どうかを確認する定例の実地指導を行っています。その中で重点的に確認する事項として、虐待防止・身

体拘束適正化の取組みについて確認したいと考えています。 

 まず、ア、運営規程に虐待防止の措置についての記載があるかです。運営規程は、各サービス事業所が

その事業所における運営の基本的な部分、根幹の部分について定めたものです。そこに虐待防止の責任者

の選定、あるいは成年後見制度の利用支援、苦情解決体制の整備、虐待防止研修、虐待防止委員会の設置

などに関することについて定めて、それに基づいて運営しているかを確認したいと考えています。 

 イ、虐待防止のための体制の整備です。ここには令和３年度の報酬改定において盛り込まれた制度内容

も含まれていますが、(ア)虐待防止委員会の設置。(イ)虐待防止のための指針の整備。(ウ)虐待防止のた

めの研修の実施。(エ)虐待防止担当者の設置があります。これについては令和３年度に盛り込まれたもの

ですが、令和３年度の間は努力義務、来年度の令和４年度以降は義務規定となりますので、今年度の実地

指導においては、来年度までには必ず実施するように、また、令和４年度以降の実地指導においては、実

施しているかどうかを検査することになります。 

 ウ、身体拘束等適正化のための体制の整備です。身体拘束については、虐待の一様態にはなるのですが、

虐待とは別に項目が立てられています。（ア）緊急やむを得ない場合を除き、身体拘束等を行っていない

か。(イ)やむを得ず身体拘束等を行う場合の記録が適切になされているか。(ウ)身体拘束適正化検討委員

会の設置。(エ)身体拘束等の適正化のための指針の整備。そして、資料に１点漏れがありますが、身体拘

束適正化の研修の実施も確認を行っています。 

 エ、その他虐待の防止に関係する体制の整備です。これは、直接虐待防止の制度というよりは、その背

景、あるいは虐待防止につながる要素がないかを幅広く確認する意味合いがあります。(ア)事故やヒヤ

リ・ハットの報告体制がなされているか。(イ)苦情解決体制、つまり苦情を受けた場合に、適切に記録を

残して、事業所として対応行っているか。(ウ)虐待防止チェックリストの活用、つまり、日々従業者の方

に虐待防止のための意識の振り返りを行わせているか。(エ)職員のストレスチェックの実施や相談体制の

確認、つまり、障害者設従業者の虐待事案が発生する内容の分析を行う中で、やはり職員のストレス、あ

るいは孤立化してしまう背景がある事案が見られました。こちらについても、例えば管理職等にヒアリン

グを行うなどして体制の確立を行いたいと思っています。(オ)第三者評価の実施の勧奨です。 

 次に、(2)虐待が発生した事業所に対する指導です。先ほどの(1)についてはすべての事業所を対象にし

ていますが、この(2)は、実際に虐待が発生してしまった事業所に対する個別の指導です。 
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 まず、ア、再発防止計画の提出の指示及び強化です。虐待事案が発生した後に、提出の期限を区切って

虐待の再発防止計画の策定を指示します。再発防止計画の策定にあたっては、実際は、虐待の要因を分析

し、それに基づいた再発防止を検討する必要がありますが、その際の原因については、個人に帰結させる

ことなく、組織の運営や環境面から十分に検討してほしいと考えていまして、計画を策定する際にはその

旨をお伝えしています。各目標については、具体的な時期や役割分担、指標を設定していただきます。事

業所から提出された再発防止計画の内容については、個別支援評価会議の場で情報共有や意見聴取を行い

ます。個別支援評価会議は、虐待認定を行う際のコア懐疑とほぼ同じメンバーです。 

 イ、再発防止計画の実施状況の確認です。再発防止計画が提出された後、この計画に基づいてどのよう

に取組みがなされているのかについて、一定期間、事業所によりますが、おおむね半年後をめどに、実施

状況の報告を求めています。計画の実施状況についても、先ほどの評価会議の場で情報共有や意見聴取を

行い、指導につなげたいと考えています。 

 ウ、継続した実地指導の実施では、再発防止計画の提出、その確認が終わった後、当該施設に対しては、

実地指導計画に関わらず、適切な時期、おおむね当該年度中または翌年度に随時で実地指導を実施します。

計画期間の終了後も、継続的な取組みが実施されているかが非常に重要となりますので、この点について

は重点的に確認したいと思っています。また、実地指導による確認後は、再発防止計画の実施状況につい

て、虐待防止センターや権利擁護支援センターに対して情報の提供をします。 

 次に、(3)障害福祉サービス事業者向けの虐待防止に関するホームページの創設です。これは、西宮市

ホームページの障害福祉サービス事業者関連情報の中に、新たに虐待防止・身体拘束適正化等に関する

ページを創設することを検討しています。この中には、本市の虐待対応マニュアルや厚生労働省の手引き、

また、次に述べる障害福祉事業者へのアンケートの集計分析結果など、そうした関連情報を掲載して、事

業所における虐待防止意識の啓発に努めたいと思っています。 

 次に、(4)障害福祉サービス事業者に対するアンケートの実施です。虐待防止や身体拘束等適正化の取

組み状況について、市内の障害福祉サービス事業者に対するアンケート調査を実施して実態を把握するこ

とを検討しています。これは、別紙として、本日机の上に配付しましたアンケート調査(案)をお配りして

いますのでご覧ください。 

 「虐待防止体制に関するアンケート調査(案)」とある裏表５ページの追加資料です。基本的なアンケー

ト調査の内容としては、主に、今回の報酬改定によって盛り込まれた障害者虐待防止のための取組みを適

切に実施しているかを尋ねる内容となっています。 

 (1)は「運営規程について」、(2)は「虐待防止のための体制の整備について」です。 

 この(2)のうちの②、③で委員会の構成メンバーをお尋ねしているのですが、特に③では従業者以外の

委員会の構成メンバーをお尋ねしましています。これは、国の通知において虐待防止委員会のメンバーに

は外部の第三者、あるいは利用者や利用者の家族様も加えることが望ましいとされていますので、もし事

業所に指導助言する機会があれば積極的に働きかけを行いたいと考えています。 

 それ以降は、体制整備の制度内容に基づいてお伺いしています。この(2)の最後の自由記載のところに

は、判断に迷った事例について記載していただきます。特徴的な内容等があれば、公表の際に西宮市のコ

メントと併せて紹介することも考えています。 

 ３ページの(3)では「身体拘束等適正化のための体制整備」として、同じような内容が続いていまして、

５ページの(4)の「その他の虐待防止のための環境整備」では、虐待マニュアルは作成しているか、倫理
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綱領・行動指針等は作成しているか、掲示物は掲示しているか等について伺っています。 

 資料４ページに戻りまして、(4)アンケート結果については、市ホームページ上での公表を検討します。

これは、それぞれの項目の達成率などを情報提供すると同時に、併せて西宮市としてコメントを掲載する

ことにより、例えば、本来研修は何回実施する必要があるとした場合は、事業所が取り組むべき内容につ

いての周知の場にもできると考えています。 

 次に、(5)は「集団指導における虐待防止の啓発」です。毎年、兵庫県と共同で開催している集団指導

の場において、時間の調整等は必要になりますが、個別のテーマとして虐待防止等について扱い、啓発に

努めます。ただ、昨今の新型コロナの影響で集合形式の集団指導がなかなか難しいので、その周知の方法

等については検討が必要と考えています。 

 (6)は「虐待防止研修の実施」です。西宮市内の障害福祉サービス事業者に向けて虐待防止研修の実施

を検討します。これも、感染症拡大防止の観点から、動画配信やその他の方法も検討しています。 

 ５ページの３では、ご助言いただきたい事項について記載しています。委員会の委員の皆様にご助言い

ただきたい事項として、まず１は虐待防止研修です。現在、障害福祉サービス事業者の虐待防止の意識啓

発のための研修を検討していますが、その内容や実施方法等についてご助言いただきたいと考えています。

例えば、研修内容で考えられるものとしては、障害者虐待防止法等の関係法令や指定基準等の理解、人権

意識の啓発や事例検討、支援の実施や技術の獲得、職員のメンタルヘルスやアンガーコントロールなど、

テーマとしては非常に多岐にわたると考えています。また、研修の対象としては、管理職向けの研修や

サービス管理責任者の研修、あるいは現場の一般従事者向けなど、実施方法としても、講義形式やグルー

プワーク、あるいは感染症拡大防止の観点から動画配信等による方法など、市の主催による研修を今後検

討していくにあたり吟味するべきポイントや参考となる他自治体等での事例もお伺いできればありがたい

と考えています。 

 ２番は、虐待防止のための取組みの実態把握についてです。障害福祉サービス事業者における虐待防止

の取組みの実態把握を行いたいと思っています。そもそも実態を把握しなければ、どこに重点を置いて指

導すべきかというポイントを絞ることが難しいと考えています。今年度、感染症が一時的にやや収まって

いた時期に、障害福祉事業所への実地指導を数か所で実施しました。その際に、「令和３年度の報酬改定

で虐待防止の義務が盛り込まれているが、知っていますか」と率直に聞いたところ、正直なところ、そう

した意識がまだ浸透していない事業所も複数見られたところです。そうした事業所に対しては、当然、実

地指導の中で、本来このように実施するべきという指導を行っているのですが、そういう実態をアンケー

トによって幅広く確認していけたらと考えています。 

ですので、アンケート調査に関して、追加すべき項目や留意すべき点、あるいは、アンケート調査以外

に実態把握に関して有効な方法などをご助言いただきたいと考えています。 

 ３のその他の取組みとしては、これらの取組のほかに、例えば自治体主導による障害福祉サービスにお

ける虐待防止の取組事例などの事例があればご助言いただければと考えています。 

 

○委員長 

資料３・４ページとアンケート調査案を含めて、市における虐待防止の取組みの経緯と、大きな事件が

ありましたので、それを含めて、今後こういうことが起こらないためにどうしていくかについてのご提案

をいただきましたので、各委員、何かご意見がありましたら。 
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○委員 

 私どもひまわり会では、時々みんなで、介護に疲れたときにどうしているのかを伺っていますので、そ

のご報告をします。 

 昨年11月末に、「ストレスで虐待したことがありますか」と皆さんでいろいろとお話をしました。虐待

には暴力や言葉によるものいろいろありますが、やはりストレスとは関係がありまして、どこでそれを解

消するかが問題になります。 

 あるご家族は、お父さんが奥さんの介護をされていて、お酒を飲んだときについつい荒っぽい言葉を使

ってしまうそうです。そのときに娘さんがお酒をお父さんの頭からぶっかけたら、お父さんは、まさかか

わいい娘からそういうことをされるとは思わなかったのでびっくりされたそうです。このご家族の場合は、

夫婦２人だけではなく、娘さんもおられたので、間に入って止めることができたのだと思います。 

 また、奥さんがかなり重い認知症で、夫はついつい「なんでそんなことができないんだ」と言ってしま

うそうです。その方がある集まりに来られて、「認知症は病気で、本人の意思でやっているのではない」

と理解されて、それを聞いてから対応が変わったと言われていました。 

 さらに、私ごとで恐縮ですが、私は妻を10年間介護してきたのですが、病気が進行する中で、気管切開

まですると３時間おきにたんの吸引をしなければいけないので、ヘルパーさんにも大変お世話になりまし

た。それで私も仕事を辞めたものですから、社会的なつながりがなくなって、以前だったら友達と飲みに

行っていろいろと話ができていたのですが、それもなくなりました。 

 このたんの吸引は本当に大変で、当時ヘルパーさんはすることができなかったので、ヘルパーさんが来

ている間に買物に行っていると、すぐに電話がかかってくるようなこともありました。夜中にも妻の喉が

ゴロゴロいっていると、吸引しなければと起きたりして、慢性的な睡眠不足でした。あるとき、たんの吸

引が終わって、やっと寝られると思ったら、妻が下着を汚していまして、それを見ましたら、私はわりと

まじめなほうなのですが、頭が真っ白になりました。施設の中でいろいろな事件が起きていますが、そう

いった職員の方も、介護の仕事をされている方ですから、ふつうはまじめな方だと思うのですが、一瞬頭

が真っ白になったのだと思います。私は、そういうときには１から順に数を数えて頭を冷やしたりしたの

ですが、ついつい言葉が荒くなってしまうこともありました。ですから、そういう境遇になれば、どうい

う方でも頭が真っ白になって虐待に近いようなことが起こるんだなと思います。 

 私の場合は、息子が２人いるのですが、お母さんのことですから息子にもなかなか言えないこともあり

ます。そこで、月１回開催されているひまわり会に参加して、ほかの方のお話を聞いたり自分のことを話

しながらストレスを発散して、また新たな気分で妻の介護をしてきたという感じです。 

 介護施設においては、職員の方のストレスを早く発見してあげることです。言葉では忍耐となるのかも

しれませんが、職員の方のストレスチェックをきちんと行って、上司の方がコミュニケーションをとるこ

とによって、かなり解消できるのではないかと思います。 

 夫婦お２人の家族では、頭が真っ白になったときに止める人がいませんから、地域の自治会や老人会、

民生委員の方ができるだけ早く発見してあげることが大事だと思います。 

 

○委員長 

 私も母の介護していましたので、今のお話はよく分かります。下着を汚した件などは、私も経験があり

ますが、現在は、かなり大量の排せつ物があっても漏れないものもありますから、介護するほうも、いろ
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いろな先進技術を使っていけば、ストレスを少しは軽くできるのではないかと思います。 

 施設職員の場合は、いい先輩を見つけて、ミーティングの中でストレスが発散できれば、かなりサポー

トできると思います。ただ、お２人で暮らしておられる場合にどうするのかについては、とても大きな問

題ですから、これから一緒に考えていただければと思います。 

 

○委員 

 障害を持つ親としては、虐待に遭ってもきちんと自分の状況を説明できなかったり意見を言えなかった

りしていると思うと、本当にたまりません。 

 介護している人がストレスをためないような体制づくりが必要だと思います。今は職員の数が少なくて、

１人で何人も見なければいけない状態のようです。そうなると最後はいつもお金のことに行き着くのです

が、十分にスタッフがいて、十分に休養もとれて、それに見合った収入もあるという体制にしていかない

と、こういう事件はなくならないと思います。 

 それにしても、本当にどうして悪い人をチェックできなかったのでしょうかね。虐待防止の委員会も、

施設の中だけでつくっていれば、「自分たちが虐待していました」と言う人はいないわけです。実地指導

にしても、何月何日に行きますとあらかじめ言われていると、そのときはうまく対応するのに決まってい

るでしょう。やはり市の職員の方が突然に夜中に見に行ったりしてチェックするなど、何とかチェックで

きる体制ができないでしょうか。 

 虐待されていても自分のことをうまく言えない人をどうやって見つけるか、同じ事業所の中の常識のあ

る人が告発してくれるまで見つけられないのは、本当につらい問題で、私にしてみれば、プライバシーよ

りも虐待されないほうが大事なのだから、カメラを設置するなど、何かいい方法はないかなと思っていま

す。 

 

○委員長 

 お気持ちはよく分かります。アメリカの一部では、事前通告はやめて抜き打ちで行くオンブズマン制度

の仕組みもできたりしています。その日に行きますと言っていたら、その日だけ職員の数をそろえること

もできますからね。いろいろな仕組みを考えていかなければいけない局面にきていると思います。そうい

うことも含めて、市の体制も含めてどこまでできるかを検討しなければいけないのが一つあります。 

 それと、プライバシーの問題は大きくて、今回、虐待の事件が起こった施設でも、複数の職員がいたの

ですが、プライバシーの問題に絡めてわざわざカーテンで囲って事件を起こしているのです。カーテンは

虐待のチェックができない状況を生み出すこともありますから、ここも問題になります。 

 ただ、障害や認知症に対する理解のレベルが高い方であれば大きなトラブルは起きませんので、やはり

研修を行ったり、精神的な安定を図るなど、いろいろな条件をこれからどう設定していくかを一緒に考え

ていけたらと思います。 

 

○委員 

 虐待が起こった施設については、私たちも本当に信頼を置いていましたので、すごくショックを受けま

した。職員さんにいろいろな指導をしていただくことも大切ですが、市が進めているような障害への理解

のほうに力を入れないといけないのではないかと思っています。 
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私の子供が行っている施設の場合ですと、職員と保護者会が話をする機会があるのですが、コロナ禍で

そういう機会も減っていたり、施設の中に家族の目が入りにくい状況になっているので、そのあたりを少

し心配しています。コロナ禍で職員さんもいろいろと制約が多いので、いろいろなストレスを抱えている

のではないかと心配しています。 

 保護者としては、そういうストレスをできるだけ解消していただくために、事業所のトップの方たちに

も頑張っていただいて、家族会としては、自分たちでも障害への理解を進めていただけるような活動も、

あいサポート運動などでしていけたらいいなと思っています。コロナが収束すれば、交流しながら家族の

思いを伝えていき、家族がここまで頑張って育ててきたか、どういう思いで生きてきたのかが伝われば、

市民の人も理解しようというお気持ちになっていただけるようになって、職員さんの気持ちも頑張ってい

ただけるのではないかと思います。そういう働きかけも大事だと思っています。 

 

○委員 

 研修というのはなかなか難しいと思うのです。来年度から義務づけられる研修は、あくまでも事業所内

の研修なので、内容は事業所任せになってしまっていて、同じビデオを見せて「研修しています。」と言

うこともできるわけです。そのプログラムの中身をどのようにチェックしていくかが重要になると思って

います。 

 ここに書かれているような、法令関係のことや、人権意識の啓発、事例検討などについては、一定、基

礎コースとしてプログラム化していくといいのかなと思っています。どういうやり方がいいのか分かりま

せんが、例えば、年度初めの新人研修の一環として、西宮市の研修プログラムについては各事業所の新人

だけを集めてきっちりと研修していったり、管理者の人に集まってもらう研修では、事業所でやる場合は

こういうやり方があると、具体的な研修のやり方を伝達するようなプログラムを西宮市が提供していくよ

うなことができないかと思っています。 

 確かに兵庫県が行っている集団指導は、神戸の文化ホールで３時間ぐらいあって、25ページ以上内容も

すべてやっていきますから、そこで虐待に関することはできて５分か10分ぐらいなのです。兵庫県も、虐

待の研修もやっていますが、あくまで担当者任せで、担当者が変わると中身が薄くなってしまうこともあ

り、兵庫県が中心というのは非常に難しいのかなと思います。 

 具体的には、西宮市に法人の本部がある場合は市の法人指導課がダイレクトに入れるのですが、他市に

法人本部がある場合は、西宮市の法人指導課は基本的に入れないのです。そうなってくると、兵庫県の県

民局などと協働して動く必要があり、すごくワンクッション置かれて、結局、どちらが行くのか、誰が行

くのかと言っている間になかなか手つかずになっていることも一つの問題と考えています。 

 もう一つは、実は西宮市のケースワーカーは優秀なのですが、実際に事業所に入っていって、入り口を

施錠しているか、ダブルロックしているか、要するに現状を知っているのです。ところが、そこが虐待に

当たるかどうかという指針がないままになっているから、これはこういうものだと思い込んでいるところ

があります。 

 それでいくと、研修も、例えばこういうことは虐待ですよともう少し可視化できるリーフレットなど、

判断になるものを整理し、もしこういうことをやっていれば虐待としてきっちり報告するようにと整理し

たり、家族会や事業所もこういうことをされていないかとお伝え出来るようにもう少しリーフレットの作

成を検討してもらいたい。差別解消法でもこういうことが差別ですよとつくっていますから、そういう形
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での周知広報をあわせてやっていくと、研修と周知広報の両輪を走らせていく必要があるのではないかと

思っています。 

 

○委員 

 今回、西宮市の福祉施設に虐待に対する職員アンケートをとってもらいました。この答えで一番ショッ

クだったのが、「何が虐待に当たるのか知らずにやっている職員がいる」、「どのような行為が虐待にな

るかを職員同士で共有する必要がある」という答えが返ってきたのです。これが実態なのです。 

職員同士で何が虐待になるか分かっていないことが出てしまったので、これは怖い話で、これから何が

起こるか分からない状態です。せめてすべての職員が、こういうことは絶対に虐待だから、自分がやって

もいけないし、他の職員がやっているときにお互いにチェックし合うという文化をつくっていかないと、

本当に怖い状況だなと思います。こういうことを西宮市として、我々の委員会も一緒になって考えていけ

たらと思っています。 

 

○委員 

 あんしん窓口なので在宅の虐待対応が基本ですが、障害者も高齢者も、虐待に至る経緯を見てみると、

やはり知識不足です。これが虐待に当たるのかどうかを判断する力が不足していることで、それが虐待に

なっていることが多いのかなと思っています。ですから、何が虐待に当たるのか分からない状態で「虐待

していますか」とアンケートで聞いても、「あります」と答えられる人はまずないと思います。 

 研修についても、本当に来てほしい人が本当に研修に参加されるのかという問題がありますので、上の

方がどう指導していくかも大事だと思っています。 

 

○委員長 

 これも職員アンケートの中で、虐待防止に向けて管理職、役職の方にも研修をきちんとやってほしいと

いう答えもありました。これは本当に真剣に考えていかなければいけない状況だと認識しています。 

 

○副委員長 

 ４ページの２の(2)のア、再発防止計画の提出のところで、再発防止計画を作成してもらうという話が

ありますが、大前提になるのは、今お話に出ているアセスメントの話です。なぜ続けて虐待が起きたかを

きっちりと詰める必要があって、残念ながら前回の計画も個人の問題に依拠しているような節が強く見受

けられます。もちろん虐待を行った個人の問題もあると思いますが、では、なぜそういうことになったの

かの詰めがもう少し必要だと思います。 

 虐待ケースにおいては、ストレスや知識不足など、いろいろあると思いますが、それはそれぞれ違うの

で、それぞれの場面で詰めていくための検証をしていくことが大事だと思います。 

 次に、４ページの(6)の研修実施の方法です。基本的には事業所・法人ごとに実施するという話だと思

いますが、残念ながら訪問デイや就労Bの事業所という数人しかいない事業所で自分のところでやること

はなかなか大変だと思います。ですから、委員が言われたように、市がプログラムをつくって、市が提供

するというか配信するような形にすれば、事業者の負担は減るのではないかと思いました。 
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 研修の中身の話は、まさに管理者など上の人が見る必要が絶対にあります。結局は、外部の人が発見す

ることは基本的にできないので、周りでお互いが通報する仕組みをつくらなければいけないのですが、そ

れを通報できる、あるいは事業所のみんなで話し合いができる空気をつくらないと絶対にできませんので、

そのためにはやはり上の人が、通報してもきちんと評価してもらえるとか処罰されないという空気をつく

らないと、絶対にそういう環境にはなりません。そういう環境をつくることができるのはやはり上の人で

すから、上の人がそういう意識を持ってもらう研修をすることが絶対に必要だと思います。 

 研修の中で絶対に必要なのは通報者保護です。法律上、通報者保護は当然書いてあって、不利益処分は

できないのは当たり前なのですが、よく起きているのは、結局、働きづらくなるようないじめに遭ったり

して結局は辞めてしまうとか、自主的に辞めるようなことになったりします。そういうことがあってはい

けないので、ぜひ通報しやすい環境をつくると同時に、声を上げた人を守っていく仕組みを構築していか

なければいけないという研修を行ってほしいと思います。 

 最後に、県の事業として、虐待対応専門職チームを活用して県が各事業所に研修を行っています。です

から、なかなか自前が受けられないところでは、県の研修を受ける、その県の研修も、一般職員向けであ

ったり、理事者向けだったり、法律の解説など、いろいろな場面に応じた内容になっていますし、事例検

討もあります。そういうことを毎年行っていますので、市からそのご案内をしていただいたらいいのでは

ないかと思います。 

 

○委員長 

 本人だけの責任にするのは絶対に間違っています。今回の事件でも、本人は就職した当時からそういう

ことをしているわけではないのです。その環境の中で、自分なりの能力がなかなか発揮できない、体力的

な問題も含めて、適切なところで対応してもらえていない、苦情も言いにくい、いろいろなことが重なっ

ています。ですから、本人だけの責任ではなく、全体としてどういう体制をつくるか、本人がいろいろな

ことを言えたかどうかを含めたものが一つと、しんどいと思っている職員がいたときに、その人たちが自

由に発言できる仕組みをつくっておかないと、なかなか事業の展開はできませんので、どう仕組みをつく

るかについて知恵を絞って一緒に考えていけたらなと思っています。 

 

○委員長 

 議事(3)の西宮市障害差別解消支援地域協議会について説明をお願いします。 

 

○事務局 

 西宮市障害者差別解消支援地域協議会について報告します。 

 資料は７ページ以降ですが、７ページは地域協議会について書かれています。Ａ３の８・９ページは、

障害者差別に関する相談記録をまとめたものです。 

 令和３年３月から10月までにあった相談について説明します。８ページの資料(2)－１は、障害福祉課

で受けた相談、９ページの(2)－２には、議会事務局及び障害者総合相談支援センターにしのみやから聞

いた相談事例を掲載しています。９ページには、令和３年11月に、令和２年度と令和３年度における障害

者差別に関する相談の受付状況を把握するため、以下の項目について照会を行ったものです。その照会の

結果、議会事務局より１件、その他の機関からは該当なしという回答がありました。 
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 主な相談窓口としては障害福祉課と総合相談支援センターがありますが、これまで障害福祉課と総合相

談支援センターの間で相談事例について情報交換を行っていませんでしたので、半年程度に１回、情報交

換を行うことを相談しています。 

 時間の都合もありますので、相談事例については一つずつの紹介は省略しますが、８ページの一番下の

５番の事例について説明します。 

 この方は、隣人が家の中に入ってくるので甲子園警察に相談しているが、被害届の提出がなく、警察に

何とか言ってもらえないかということが差別相談として入ってきました。ただ、この方については、もと

もと生活支援課や高齢者のケースワーカー等が把握しておられる方でして、通報があるたびに警察も出動

して対応しているのですが、結果的に、ご本人の妄想・幻覚といった形での確認はとれています。 

 また、９ページの２番の障害者総合相談支援センターにあった相談は、知的障害の方がひとり暮らしす

るために賃貸住宅を探されたというケースです。この中で、Ａ不動産業者では、不動産の紹介を受けても

内見までたどり着けない状況があった。そこで、別のＢ不動産業者に相談すると、非常に丁寧・親身に相

談に乗ってくれて、住宅が見つかりました。こういう住まいに関する不動産業者の障害理解が進まないと、

障害当事者の住居が定まらない状況になりますので、こういったところへのあいサポートを利用した障害

者理解の推進などの運動を積極的に進めていかないといけないと考えているところです。 

 報告は以上です。 

 

○委員長 

 差別解消支援地域協議会の仕組みと相談事例についての説明をいただきました。これについてご質問、

ご意見等がありましたらお願いします。 

 

○委員 

 ９ページの総括のところです。できないことはできないでやむを得ないと思いますが、国会でも聴覚障

害者に対する情報保障という観点から、手話通訳者をつけたり字幕をつけたり、今からもっと必要になっ

てくるのではないかと思います。この事例は、見方によっては少しクレーマーのような人がいろいろなこ

とを言ってくることも考えられます。こういった場合は、例えば兵庫県聴覚障害者協会の理事長さんが西

宮におられますので、聴覚障害者協会に問い合わせされることも一つの方法かと思います。 

 

○委員長 

 実はこの事例は運営委員会でも検討していまして、情報保障については、日本のいろいろの仕組み上も

絶対にしなければならない必須事業ですから、これを怠っていることは言い訳ができない状態です。です

ので、早急に対応すべき問題であるという認識は持っています。 

 

○委員 

 知的障害者の方の住居の問題については、私も不動産の関係の仕事をしているのでよく分かるのですが、

軽々しく扱ったということはしていなくても、大家さんの立場としては、障害を持つ人のひとり暮らしを

心配されるのは、火のことやいろいろなことがありますから、分からなくもありません。今、市営住宅の
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状況はどうなのでしょうか。経済的に苦しい人でいっぱいでなかなか入れないのでしょうか。あるいは、

誰かの目があるようなグループホームもあります。障害のためのグループホームもありましたが、次々に

潰れていきました。運営ができないらしいです。少ない担当者の人が入居している障害者の人の面倒を見

るのはすごく大変なことで、だからといって料金を上げることもできないし、それに対する補助も少なく

なって、グループホームがみんな閉鎖してしまいました。 

 ですから、自分の子供が将来ひとり暮らしになったときに、金銭的な面も含めて、きちんと生活できる

かと考えると、住居のことについては、何かサポートがついている住まいの仕方ができないかなと思って

います。本当はきちんとサポートのあるところに入ってほしいという気持ちは強いのですが、どうしてグ

ループホームが西宮市内では成り立たないのでしょうか。それと、市営住宅の空き状態と、グループホー

ムに対する支援についてもお聞きしたいです。 

 

○委員長 

 これからひとり暮らしをされる精神や知的障害の方は多くなりますから、こういう方を不動産なり宅建

業界なりから、こういう支援の仕組みがありますよ、こういうサポートがあるから安心して利用してくだ

さいと勧めるような仕組みを担保しながらひとり暮らししていくことが必要だと思います。そういう仕組

みを構築していければと思っています。 

 

○事務局 

基本的に市営住宅の募集についてはすべてが応募制になっていますが、例えば公共交通機関の駅近のと

ころですと、やはり利便性が高くて競争率が高くなります。その一方、逆のところでは非常に低倍率とい

う状況です。 

 グループホームについても、健康福祉局としては重要な施設と考えていますが、なにぶん経費が非常に

かかりますので、予算の中で市全体で受給と供給がミスマッチしている状況です。我々も、グループホー

ムについては整備を検討していまして、推進する形でいきたいと考えています。ただ、予算的なもので、

今直ちにそういった方々に満たされるだけの供給はなかなか困難なことはご理解いただきたいと思います。 

 

○委員 

 ７ページを見ると、令和３年11月に以下の機関に照会しましたとあります。その結果、議会事務局以外

に該当がないという回答があったと言われていましたが、ないことはないのです。一部漏れ伝え聞くとこ

ろによると、行政批判を言っているように聞こえるかもしれませんが、そういう事業者には係長は会わな

いとか、いわゆる向き合っていない状況も私はよく聞くのです。これまでは通常の行政対応で処理されて

来たと思いますが、実際は、合理的配慮に欠ける対応や差別的対応のような事案が、教育委員会でもある

と。以前はスポーツのことで、中学校の事例も対応をお願いしたいのですが、西宮市の案件でして、普段

は通常学級にいっているけれども、体育だけは特別支援学級にいってしまっています。その結果、みんな

とやりたいと思っていなくて、小学校からずっと別枠だったということで、自分自身もそれが当たり前と

いうことで大きくなってきたという事案があります。 

 差別かどうかを決めたいわけではなくて、きっちりと障害のある子が不適切な対応を受けることに気づ

くかどうかです。そのことが客観的に見て差別だとみんなが気づくかどうかです。そこがないまま条例は
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できました。差別解消の解決の仕組みもできました。照会したけれども案件は挙がってきませんでしたと

いう話は、あまり不親切だと思います。せっかくいい機能があるのだから、少しでも悲しい気持ちになっ

ているその人たちのことを考えて解決を進めるのか、西宮市だから出来ると思っているのに、差別解消自

体の取組みが西宮市では少し出遅れているとも思っているのですが、これを理解できないままかいしして

いくとなれば、誰もが共に生きていける、西宮をつくるべきだと思います。もう少しこの会議のあり方や

差別解消の周知について今後検討していかなばいけないと思っています。 

 

○委員長 

 今回の虐待の前に、大きな法人が虐待問題を起こした、職員のアンケートをとると、上の人も「何が虐

待なのか分かっていない」という意見がありました。今のお話も全く同じ問題です。これだけいろいろな

市の機関があって、立派ないろいろな委員会があり、あるいは第三者委員会も含めて、その人たちの上の

人たちが本当に差別について分かっているのか、合理的配慮がどういうものか分かっているのか、差別が

何かを理解しているかどうかが思います。それがあれば、もっと事例の報告が出てきてもいいはずではな

いかと思うのです。大きな事故が起こって人がけがをしたり、亡くなってからやるのではなく、西宮とし

てやるべきことをやっていったほうがいいということですね。これは委員のおっしゃったとおりだと思い

ます。 

 この２の虐待のほうに戻りますが、委員会の担当者や現場も見ていると、今は各民間事業者のほうが必

死です。民間事業者では研修会をどうするかを考えています。 

私たちが虐待の研修に呼ばれて行くと、法律や施行規則が決まってやらなければいけないから虐待の審

議会を置きますよ、指針もつくりますよ、研修しますよ、担当者を置きましたよとなっているだけで、い

いかげんにしてほしいと言いたいです。中身を精査せずに置きましたではないわけです。置いたそれを使

って本当にどういう中身の仕組みをつくろうと思っているかを聞いているのです。 

 ただ、今までものすごくうれしいところもありました。行く前に資料を送ってきたので、この１年間に

うちの施設で起こったヒヤリ・ハットの全事例です。これを全部読んできて、どうすればいいかについて

意見をくださいと、すべてをオープンにしてくる施設も出てありました。ここへ行くと、ちょっと泣けま

すよ。グループホームで、日中活動から帰ってきました、１人が何かあったようでしんどがっておられて、

自分の眼鏡を投げつけたり、少し不安定になって少し興奮状態でした。その身体拘束の記録を見ると、拘

束時間１分、拘束回数１回と書いてあります。少しその人を抑えたようですが、「これは身体拘束に当た

りますか」とまで書いてくれているのです。そういうことはほかの施設へ行くと幾らでもあります。それ

をきちんと書いてこられて、なぜこんなことが起こったかについて一生懸命検討しておられるのです。な

ぜ日中活動のときに何が起こったのかについてきちんと聞かなかったのか、引継ぎとしてどうしているの

かなど、しっかりと検討しているのです。 

 別のヒヤリ・ハットの事例では、本人が不安定になって表に飛び出そうとした、その施設の前が車が多

く通る道路なので、危ないから思わず手をつかんで止めてしまった、これは虐待に当たるかどうか、なぜ

こういうことが起こったかについてきっちりと検討して、どうすればいいかについて検証しておられるの

です。 

 ですから、ヒヤリ・ハットをどこまできちんと把握して、その中身を検討したかまで聞いておかないと、

ヒヤリ・ハットの中身を含めて、しっかりとやれる形を今後考えていけたらと思った次第です。 
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○副委員長 

 最後のお話と同じ方向なのですが、この推進委員会はできて長く経ちますが、本当に良い仕組みだと思

うのです。市全体の権利擁護支援システムを考えるような価値観を持っているところは、正直それほどな

いと思います。なので、とても良い仕組みだと思います。 

 しかも、今、国の流れとして、成年後見利用促進の次期５年計画の中にも、地域ネットワークづくりの

ところが順調に大きくなって、単に成年後見制度の利用ではなく、利用支援全般の取組みを進めていこう

という話にシフトしてきているのです。そこと非常にマッチしていると思います。 

 結局は、それがあってもきちんと機能しているかどうかの話になります。西宮市でも、個別で見るとい

ろいろな課題か出てきていて、それは単純に支援センターを建ててどうこうする話では全然ないのです。

西宮市としてその問題にどう取り組んでいくのかを考えなければいけない、しかも、そういう場が西宮市

にはありますので、きちんとそれを機能させて、その問題に向けてきっちり取り組んで開示していくこと

をぜひやっていきたい。今までももちろん自分なりにはやってきたとは思っていますが、やり切れていな

いという思いも強くありますので、それがなぜやり切れていないのかというところを考えて、次年度以降、

またしっかりと取り組んでいきたいと思いますし、皆さんにもその力にぜひなっていただきたいと思って

います。 

 

○委員長 

 この委員会で発言したことがきちんと実現できるように委員長がきちんと考えなさいと言われたように

思います。皆さんの発言を少しでも政策に取り入れたり実現できるかについて、この発言についてこのよ

うに実現しましたという報告がいただけるような委員会にしていきたいと思いますので、よろしくお願い

します。 

 

○事務局 

 貴重なご意見をいただき、ありがとうございます。 

 特に２番目の障害者施設の関連については、本市の施設で２度起こったことは大変重く受け止めていま

す。これは、事業所の意識と庁内の職員の意識における共通する意識というテーマになるかと思います。

また、法律が施行されたことで、その意識が、考えるとか一歩進むような形になればいいと思うのですが、

いずれにしても、本市の権利擁護支援システム推進について本日も貴重なご意見をいただいていますので、

これを踏まえて、先ほどの事業者アンケートも含めて、庁内外にいかに意識して考えていただくか、少し

検討していきたいと思っています。 

 次回に良い報告をというお話でしたが、それぞれを解決するには時間軸が異なったりしますが、今日よ

りも次回は進んでいるような形にしていきたいと思っています。 

 

○事務局 

 本日は、委員の皆様、それぞれの立場からご指摘や具体的なご提案をいただき、本当にありがとうござ

いました。いただいたご意見については、事務局で内容を踏まえて引き続き取組みを進めていきたいと思

います。 
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 次回の日程については、決定し次第、１か月前までにお知らせしますので、今後ともよろしくお願いし

ます。 

 

○委員長 

 どうもありがとうございました。これをもって閉会します。 


